
 

県立学校体育関係施設の目的外使用に関する 

使用申請手続き等に係る要領 

 

 

一般社団法人岐阜県障害者スポーツ協会 

 

  この要領は、平成２６年３月１７日付け、障第８９３号・教スポ第１５１５号「障がい者ス

ポーツ大会等に向けた競技力向上対策事業に係る県立学校体育施設の目的外使用について（通

知）」（以下「通知」という。）及び「障がい者スポーツ大会等に向けた競技力向上対策事業

に係る県立学校体育関係施設の目的外使用に関する運用方針」（以下「運用方針」という。）

に基づき、岐阜県障害者スポーツ協会（以下「本会」という。）が使用に関する手続きを行う

にあたり、必要な事項について定めるものとする。 

 

 １ 申請の対象は競技力向上対策事業を実施する団体で、且つ以下に掲げる団体とし、疑義が

生じた場合は、県障害福祉課と協議のうえ対象とするか否かを判断する。 

  (1) 本会加盟団体 

  (2) 本会加盟団体以外で、以下の条件をすべて満たしている団体。 

    ①本県に活動拠点を置き、原則１年以上の活動実績がある団体 

②活動の頻度が概ね月１回以上である団体 

③選手、指導者含め、構成員が概ね５名以上である団体 

 ２ 使用を希望する団体からの申請依頼については、様式第１号により受け付けるものとする。 

 ３ 申請書の記載事項については、以下の点に留意する。 

(1) 希望する施設の名称（学校名）及び種類（グランド又は体育館等）が明確に記されてい

ること。ただし、プールは申請施設の対象（種類）に含まない。 

(2) 使用目的が運用方針に基づくものであること。 

(3) 使用期間（日）は特定した日が望ましい。但し、一定期間の使用を希望する場合は、６

ヶ月を超えない範囲で且つ、使用する月及び週、曜日並びに時間帯等が明確であること。 

更に延長して使用を希望する場合は、再度、各団体からの申請に基づき、手続きを行う。 

 ４ 申請内容が適当と認められた場合は、県の通知に基づき、本会会長名で当該施設管理者（以

下「学校長」という。）宛に「行政財産の使用許可申請書」をもって申請する。 

 ５ 当該施設から使用を許可する旨の通知「使用許可書」が交付された場合は、その写し及び

別添１（使用に係る留意事項について）を添えて、本会会長名で申請団体に通知する。 

６ 本会は、使用許可を受けた後も使用状況の把握に努め、必要に応じて学校長と使用団体間

の連絡調整を図り、適正な使用を推進するとともに、万が一運用方針に反する行為、又は申

請内容を逸脱する行為が認められた場合は、即時に使用の中止を本会会長名で通知する。 

７ いかなる場面でも疑義が生じた場合は、県障害福祉課と連絡調整を図り、連携を密にして

その適正に努める。 

 

 

附 則 

この要領は、運用方針の実施に合わせて適用する。 

 

 



別添１ 

 

使用に係る留意事項について 

 

 

一般社団法人岐阜県障害者スポーツ協会 

 

 使用許可書の交付を受けた団体は、次の事項を遵守するとともに、その他については、当該施

設学校長及び本会の指示に従うものとする。 

 

 

 １ 減免となる使用料以外について、照明等の設備や備品、消耗品等の使用にかかる費用は、

原則として施設使用団体がこれを負担する。 

 

２ 施設の使用団体は団体責任者を置き、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 使用者全員がスポーツ傷害保険に加入し、その他安全管理指導を徹底すること。 

(2) 使用後は清掃、整備及び備品点検をかならず行うこと。 

(3) 使用後は団体責任者の責任において施錠し、開放施設側とあらかじめ協議した鍵の返却

方法により必ず鍵を返却すること。 

(4) 事故その他異常事態が発生した場合は、必要な応急処置をとるとともに、遅滞なく施設

管理者へ状況について報告すること。 

 (5) 施設または設備を使用し、破損若しくは亡失した際は損害賠償責任を負うこと。 

 (6) 施設周辺の住民生活等に配慮した活動を行うこと。 

 (7) 使用許可を受けた施設以外は立ち入らないこと。 

 (8) 指定された場所以外では喫煙、飲食をしないこと。 

(9) 指定された場所以外には、自動車・バイク・自転車等を乗り入れ、又は駐車しないこと。 

 (10) 施設使用に関して施設管理者へ報告すべき問題が生じた場合には、岐阜県障害者スポー

ツ協会へも報告を行うこと。 

 

３ 施設を開放する学校長及び岐阜県障害者スポーツ協会は、次に掲げる事項のいずれかに該

当する場合は、使用許可を取消すことができる。 

   (1) 利用者が本書に掲げる事項に違反し、又は施設管理者の指示に従わないとき。 

(2) 利用者が開放を許可した施設を目的以外に使用したとき。 

   (3) 学校教育上、又は施設の管理上支障が生じたとき。 

 (4) その他、公益上やむを得ない必要が生じたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


